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２ ０ ２ ２年は 、ロシアのウクライナ侵略が

開始された年として長く記憶されることと

なった。そして 、 「激動の時代」が戦争とい

う形で現れるまでに矛盾が成熟したことを

否応なく突きつけたと言える。

当初、ロシアが圧倒的軍事力をもって 、

ウクライナを占領するのではないかと思わ

れた。だが、実際にはウクライナ民族の英

雄的な闘いと米欧諸国の軍事的援助など

もあって、 １年を経過しようとする現在でも

決着はついていない。むしろ、ウクライナの

反転攻勢が目に付くようになっている。

物事を分析するにあたっては、その政治

的性格を明らかにしていかなければ正確

に理解することはできない。ロシアのウク
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ライナ侵略は、明らかにウクライナ民族に

対するロシアの帝国主義侵略である。ウク

ライナ民族からすれば、民族自決、民主主

義の闘いである。だからこそ 、われわれは

ウクライナ民族の戦いを支持するのであ

る。これを戦争の悲惨さ、戦争一般に反対

するというところから、ウクライナ民族にロ

シアに降伏して戦争を終わらせろと言うこ

とはできない。すでにウクライナ・ゼレンス

キー政権は「ロシアに奪われた全領土の解

放」というスローガンを掲げている。それは

クリミア半島の解放までも含んでいる。事

態は否応なく、このスローガンの実現にま

で進んで行かざるを得ない。

一方で、ロシア国内の労働者、人民の闘

いは、反戦、平和、プーチン政権打倒の闘

いとならなければならない。いま報道され

ている限りでは 、そのような動きがロシア

低賃金の中、物価は高騰！

軍事費をまかなうために大増税！

生活破壊と闘う年に
理事長 土屋信三

許されないプーチンの侵略戦争
ウクライナの戦いを支持する！
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国内で確認されているわけではないが、そ

の方向にしかロシアの未来は切り開かれ
ないだろう。
アメリカ・バイデンの狙いは、ロシアに消

耗戦を強いながら、ヨーロッパにおけるNA
TOの拡大をはかり 、最大の競争国と目す
る中国包囲網を強化しようとするところに

ある 。その尻馬に乗って 、東アジアにおけ
る中国包囲網の一翼を担おうとしている
のが日本の岸田政権である。

安倍政治を引き継ぎ、さらに推し進めよ
うとする岸田政権は、日米軍事同盟の強

化、軍事費の倍増、平和憲法の実質的改
憲＝敵基地攻撃能力の確保を安保関連３
文書の閣議決定という形で強行した 。戦

後日本の国家的枠組みの大転換を閣議
決定という手続きだけで行なってまでし
て、アメリカ ・バイデンにこびへつらい 、中

国との戦争を構えようとする岸田政権の
危険性は指摘しても、し過ぎることはない。
「台湾有事は日本の有事である」などと

言い放ったのは安倍である。だが、岸田は
沖縄南西諸島を中国侵略の前進基地とし
て、軍事強化を図っている。しかも、敵基地
攻撃能力の獲得と称して先制攻撃できる

長距離ミサイルの調達まで図ろうとしてい
る。
日本は中国と戦争を構えるべきではな

く、ましてや中国侵略戦争を再び行うべき
ではない 。そもそも台湾有事が日本の有
事などには決してならない。台湾は中国の

不可分の領土であり、「中国はひとつであ
る 」という確認は、 １ ９ ７ ２年の日中国交正
常化以来、何度となく行われてきたもので

ある。万一、中国が台湾を武力解放するこ
とがあったとしても 、それは中国の内政問
題であり、第二次世界大戦の結果、分断さ

れた国家の統一の問題である 。日本やア
メリカが内政干渉してとやかく言うことで
はない。

岸田が安倍以上に日本の軍事大国化、
「戦争のできる国」へと推し進める背景に

は 、没落する帝国主義としての経済的破
綻がある。「異次元の緩和」などと称して、

日銀に際限なく国債を買わせ 、日銀券を

大量に発行し、株価をつり上げただけのア
ベノミクスは不発に終わった。不発に終わ
っただけではなく、もはや大増税とハイパ

ーインフレを招かざるを得ないところにま
で追い込まれている。岸田が活路を見いだ
そうとしているのは、軍需産業の発展と武

器輸出である。ロシアのウクライナ侵略は、
その格好の口実を与えている。アメリカと
一体となって経済の軍事化、軍事産業を

発展させることは滅亡への道である。
また 、岸田は、 ２ ０ １ １ 年の福島原発事故

が全くなかったかのように、原発政策を転

換し、新規原発の増設、原発再稼働などを
打ち上げた 。これも岸田の本性を見事に
現したものである。人に対する評価は、「そ

の人の言うことではなく、行なうことで判
断しなければならない」岸田は安倍以上に
危険である 。岸田政権に日本の政治を任

せるわけにはいかない。
一方で、物価は４％以上も値上がりして

いる。庶民の生活実感としてはそれ以上の

ものがある。賃金は上がらず、実質賃金は
その分だけ目減りし ている 。労働者人民
は、生活し 、生きていくためには闘わなけ

ればならない。そのような情勢が到来して
いることを深く肝に銘じて 、今年闘ってい
く必要があるだろう。

マイナちゃんで

市民を監視して

アメリカンバイクで

ぶっ飛ばすっ ！
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2023.1．11 気まぐれ千鳥足

議論もなく国家の枠組み転換をはかる
岸田政権の危険性

軍事産業、原発に活路を求める政権
労働者人民の生活はどこへ
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昨年11月1日、スクラムユニオン・ひろし

まは、出雲事務所を開設した。それ以降週
２日 、毎週出雲に通って 、ブラジル人労働
者の相談を受けている 。出雲との関わり

は 、 2018年７月に組合説明会を行って以
来となる。当時は、月１回程度、出雲に赴き
会場を借りて相談活動を行ってきた。とこ

ろが 、コロナ禍で行動制限が有り ３～４ヶ
月出雲に行くことができないこともあっ
た。現地労働者から「出雲に事務所を」と

いう声が日増しに強くなり、今回の事務所
開設に至った。
出雲には、家族を含めて約3000人のブ

ラジル人が住んでおり、その多くは村田製
作所に勤務している 。ブラジル人労働者
は、村田製作所と請負契約を結ぶ派遣会

社２社に雇用され、その多くは２ヶ月更新
の契約で働いている。

村田製作所は現在、世界経済の影響で

生産計画を大きく変更してきている。その

を行いたいので弁護士を紹介してほしいと

いうものだった。
今回は、マスコミでは中国新聞に事前の

紹介記事が掲載されただけで、テレビ取材

がなく 、 そのためか相談電話が少なかっ
た 。テレビの取材の有無が相談件数の鍵
になる。（同日に全国で全労連主催の電話

相談が開催されたようで、Ｎ ＨＫは全国版
でこの労働相談を放映していた）。
今回の電話相談もそうだが、最近の相

談の多くが正規、非正規雇用を問わずパ
ワーハラスメントの被害にあった労働者が
多くみられるという特徴がある。

マスコミ対応を万全に行ったうえで、今
後も、定期的に労働相談ホットラインを開
催していきたい。

12月17日(土)と18日 (日)の二日間、ＮＰ

Ｏ非正規労働相談センターひろしまはスク
ラムユニオン・ひろしまと共催で労働相談
ホットラインを実施した。年の瀬に「年越し

労働相談」と銘打って開催し、生活相談も
含めて多くの相談があると見込んだが、
二日間の相談件数はわずか電話相談１件

で、来所による面談は２件にとどまった。

電話相談は、郵政職場で働く社員から
のもので、上司からパワハラにあい、裁判

12.17～18労働相談ホットライン報告

「 NPO法人非正規労働相談センターひろしま 」 と協力関係にある労働
組合 「ス ク ラムユニオン ・ひろしま 」 か ら出雲事務所 (島根県 )開設の
知らせが届きました

スクラムユニオン・ひろしま 出雲事務所開設！
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ＮＰＯ非正規労働相談センターは、昨年１
０月２９日にスクラムユニオン・ひろしまと合
同で、 「最低賃金引上げ !生活できる賃金

を ! １ ０月行動月間 !」キャンペーンの情宣
活動を行った。

基礎的支出の物価上昇率に満たない
低額改定

昨年１ ０月に最低賃金が改定され、全国
の加重平均で３ １円アップの ９ ６ １円となっ
た。広島県の最賃は、３ １円引き上げられ９

３ ０円だ。しかし 、これでは月１ ７ ７時間働い
ても月収１ ６万円強にしかならない。ここか
ら社会保険料や税金が差し引かれ手元に

残るのは約１４万円で、さらにここから家賃
・光熱費がひかれる。これではとても人間
らしい生活はできない。

改定後の物価高騰の嵐

昨年 １ ０月の広島市の消費者物価は前
年同月比４．４％増となった。なかでも生鮮
食品を除く食料では６ ． ３％ 、電気 ・ガス 、
灯油、ガソリンなどのエネルギー関係は１ ６．

７％も値上がりしている 。最低賃金に近い
ところで働く人たちにとって、生活に必要

な物価の上昇は生活を直撃している。
食品分野では、 ９月には２ ４ ０ ０品目、 １ ０

月にはさらに６７００品目が値上りし、 １ １月か

らは８ ０ ０品目値上がりした。 ２ ０ ２ ２年の １ ０
月末までに値上がりした品目は累計で優
に２万品目を超え、年間平均値上げ率は １

４％に達した（帝国データバンク）。
最低賃金の近くで働く労働者は蓄えも

なく、物価高騰の中で、食費にも事欠くよ

うな厳しい冬を迎えている。

年内に最低賃金を再び改定させよう

私たちは 、異常な物価高騰という緊急
事態の中で 、現行の一年に1回の最賃見

直しという最低賃金改定制度を柔軟に運
営させ、年内にも最低賃金を再び改定させ
ようと呼びかけた。地域からも、労働局か

ら地方最低賃金審議会に対して地域最低
賃金を年度途中に再び改定する諮問を行
うよう求めた。同時に、今すぐどこでも10

00円以上1500円に ！ 残業もダブルワーク
しなくても生活できる賃金を実現していこ
う！ と訴えた。最賃引き上げリーフレット４０
０枚は道行く市民にすいこまれるように受

け取られ、最低賃金再引上げへの市民の
関心の深さを示した。

減産体制の影響で昨年夏から 、 ２つの派

遣会社は100人を超える規模の解雇者を
出してきている 。 ２ヶ月契約の労働者から

雇い止め解雇になり、無期転換している労

働者には 、他県への移動が勧奨されてい
る 。メンバーの選定基準には「出勤率」が
大きな割合を占めているが、現在９７％ 、 ９

８％の出勤率の労働者までが対象になっ
ている状況がある。
解雇になったり、移動勧告があった労働

者の相談を毎回受けている 。事務所開設
以来、 １日４～５人の来所者が有り、深刻な
相談を受けている。解雇を撤回させた事案

もあるが、退職条件を少しでも有利にする
という交渉もある。もちろん、解雇案件だ
けでなく 、パワハラ案件の相談もあり 、な

かなか大変だ。しかし、こうして実際に会っ
て、相談を受けられる場所ができたことは、
本当に良かった 。有効に活用し ていきた

い。
事務所開きに集まったブラジル人の仲間たち

最 低 賃 金 大 幅 引 上 げ !
10月行動月間 キャンペーン実施


